
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

北海道開発局建設業等の働き方改革実施方針

令和７年 ３月
北海道開発局

参 考 資 料

※「＜取組Ⅱ＞インフラＤＸの推進については、北海道開発局ＨＰ（以下URL）の
「北海道開発局インフラＤＸ・i-Constructionアクションプラン」を参照。

（北海道開発局ＨＰ）https://www.hkd.mlit.go.jp/ky/jg/gijyutu/splaat000001x3oy.html



【参考】 建設業等の働き方改革の経緯等について（１／２）

○ 人口減少と少子高齢化の急速な進展に伴って生産年齢人口が減少する中、建設業等におい
て技術者、技能者の確保が難しくなっており、社会インフラの整備・維持管理や災害対応に
重要な役割を担っている建設産業の担い手確保・育成に向けて、建設業等の働き方改革の実
現は急務となっている。

○ そのような中、建設業については、政府の「働き方改革実行計画」（平成29年3月28日働
き方改革実現会議決定）において、労働基準法の改正の方向性として、災害からの復旧・復
興に関するものを除き、時間外労働の罰則付き上限規制の一般則を適用することとされてい
るところである。
その対応として、「建設工事における適正な工期設定等のためのガイドライン」（平成29

年8月28日関係省庁連絡会議申し合わせ）が策定されるなど建設業の働き方改革に向けた取
組が進められてきたところである。

○ 国土交通省では、この流れを止めることなく加速させるため、平成30年3月20日「建設業
働き方改革加速化プログラム」を策定し、長時間労働の是正、給与・社会保険、生産性向上
の3つの分野で、関係者が認識を共有し、密接な連携と対話の下で施策を展開している。

○ 公共工事の品質確保において、令和元年6月には「新・担い手3法（品確法と建設業法・
入契法の一体的改正）」が成立し、建設業の働き方改革の推進や生産性向上への取組等が
進められた。

○ 令和6年6月「第三次・担い手3法（建設業法・公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する
法律・公共工事の品質確保の促進に関する法律）」が成立し、インフラ整備の担い手・地域の守
り手である建設業等がその役割を果たし続けられるよう、担い手確保・生産性向上・地域における
対応力強化などの取組が示された。

【背景と趣旨（１／２）】

北海道開発局



【参考】 建設業等の働き方改革の経緯等について（２／２）

〇 北海道開発局では、北海道の建設業及び建設関連業（測量業、地質調査業、建設コンサルタン
ト、補償コンサルタント）について、労働環境の整備並びに技術者・技能労働者の確保・育成及
びその活躍に資する施策を推進するため、平成29年10月24日に「北海道開発局建設業等の働き方
改革推進本部」を設置し、年度毎に「北海道開発局建設業等の働き方改革実施方針」を策定して
取組を進める。

〇 令和６年４月から時間外労働上限規制が適用され、週休２日が定着したことを踏まえ、完全週休
２日（土日）など、他産業と遜色ない建設業の働き方の実現に向け取り組む。

【背景と趣旨（２／２）】

平成３０年７月６日 「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律」が成立(同日公布)
平成３１年４月１日 同法施行 （※中小コンサルは１年の猶予、建設業は５年の猶予）

平成２９年１０月２４日 北海道開発局建設業等の働き方改革推進本部設置

平成２９年１２月１２日 平成２９年度 北海道開発局建設業等の働き方改革実施方針策定

平成３０年 ４月２３日 平成３０年度 北海道開発局建設業等の働き方改革実施方針策定

～（中略）～

令和 ６年 ３月２５日 令和６年度 北海道開発局建設業等の働き方改革実施方針策定

＜推進本部設置目的＞

北海道開発局においては、北海道の建設業及び建設関連業（測量業、地質調査業、土木関係コンサルタント、建築関係コンサルタント及び
補償関係コンサルタント）について、「適正な工期設定」、「適切な賃金水準の確保」、「週休２日の推進などによる休日確保」など、労働
環境の整備及び技術者・技能労働者の確保・育成やその活躍に資する施策を推進するため、推進本部を設置する。

【北海道開発局における取組経緯】

北海道開発局



第三次・担い手３法（全体像）【参考】
北海道開発局



週休２日の「質の向上」の拡大
北海道開発局

～令和７年度の直轄土木工事の発注方針～
※河川、道路、電気通信及び機械設備工事の運用

※R7年度 発注者指定方式
WTOおよび一般土木、機
械設備4.9億円以上の工事
を対象

※R7年度 受注者希望方式
発注者指定および交替制
適用工事を除く全ての工
事を対象



工事及び業務における現場環境改善（ウィークリースタンス）の取組

・施工効率向上プロジェクト、「業務成果」品質向上プロジェクトを通じて全ての工事及び業務を対象に現場環境の改善に
向けた取組を実施。標準項目として、「依頼日・時間及び期限に関すること」、「会議・打合せに関すること」、「業務時間外
の連絡に関すること」を設け、現場環境改善に努める。

北海道開発局

＜取組の周知＞

①各市町村への取組周知
R6.1.11事務連絡 （北海道開発局⇒北海道・札幌市へ発出）
施工効率向上プロジェクト・業務成果品質向上プロジェクト
を通じた現場環境の改善の取組を周知した。

②開発局職員への取組周知徹底
R6.10.23 職員向け説明会
施工効率向上プロジェクト・業務成果品質向上プロジェクト
についてのWEB説明会を実施し、取組の周知徹底を図った。

③外部への取組周知
外部向けの出前講座・各種講習会等で、施工効率向上プロジ
ェクト・業務成果品質向上プロジェクトを通じた現場環境の
改善の取組を周知した。

■目的

工事を円滑かつ効率的に進めるため、受発注者間における仕事の進め方として、ワンデーレス
ポンス・ＡＳＰを推進しているが、これに加え、計画的に工事を履行しつつ、非効率なやり方の業務
環境等を改善し、より一層、魅力ある仕事、現場の創造に努める。

■実施内容（緊急対応等の場合は除く）
工事着手時に行う工事円滑化会議の場などで受発注者で必ず確認する
①依頼日、時間に関すること
・業務時間外の依頼はしない。また、定時退庁日、休前日は１５時以降の依頼はしない。
・依頼の期限日は十分な時間的余裕をもって行うこととし、休日明け日（月曜日等）を依頼
の期限日としない。
また、定時退庁日、休前日の依頼の期限日は、２日後（休日を除く）以降とする。
②打ち合わせに関すること
・業務時間外にかかるおそれのある１６時以降開始の打ち合わせは設定しない。
・テレビ会議を活用した打合せの活用。
③業務時間外の連絡に関すること
・業務時間外の連絡は行わない。
・受発注者でASPを使用するなどして現場閉所日を情報共有し、
現場閉所日には連絡を行わない（メールも含む）。

■対象工事
・全工事 （緊急対応等の場合は除く）

■留意点
・受注者によって現場閉所日などが異なることから、柔軟に取組むこと。
・工事の進捗に差し支えないよう、工事工程のクリティカルパスの
確認・共有を適切に実施すること。

勤務時間内
月 依頼の期限に注意！
火
水 15時以降の依頼に注意！
木
金 15時以降の依頼に注意！
土
日
月 依頼の期限に注意！

＜参考＞施工効率向上プロジェクト ⑥業務環境改善より

※事務連絡による周知 ※出前講座等による周知



「工事書類簡素化のポイント」 の浸透・定着を図る

• 令和6年3月「工事書類簡素化のポイント」を公表し、その後各建設業協会を通じ説明会の開催や地方建設業

協会との意見交換会などで紹介、また開発局内部・工事監督支援業務に対して説明会や複数レベル（幹部ク

ラスや補佐クラスなど）に対し周知し、浸透を図った。

• 説明会における質疑やアンケートを踏まえ、R6年12月に簡素化Q&Aを改訂し、さらにR7年3月に冊子を改訂。

• 改訂後、受発注者に対し説明会を開催し、定着を図る。

受注者より、「監督職員は適
切だが担当技術者（工事監
督支援業務）の理解が不足
している」との声を踏まえ、

「工事監督支援業務の調査
職員は、担当技術者に通知
し、認識の共有を図ること」
を追記

簡素化できるのに、監督職員か
ら作成指示があった不適切な
内容は、新たに追記もしくはR6
より記載がある項目は吹き出し
で明示

受注者より、「マニュアルの種
類が多い」との声を踏まえ、

使用するタイミングごとに、主
なマニュアルの概要をまとめ
た一覧を追加



検査書類限定型工事の徹底を図る

• 検査書類限定型工事とは、工事検査において、監督職員と技術検査官の重複確認を廃止し、効率的に進め

ることで、受発注者の負担軽減を図る取り組み。

• 北海道開発局においては、令和6年4月より全ての工事（営繕を除く）を対象に実施することとした。

• 令和7年度は、「工事書類簡素化のポイント」の周知・定着と合わせて、徹底を図る。

●工事フォローアップ調査

発注者から簡素化ができる書類の提出を求め
られたか？（2月18日時点 N=370)

求められていない

（簡素化できた） 95％

求められた（簡素化できていない） 5％

• 臨場状況の写真 7件

• 発注者発議の書類作成 1件

• 品質証明検査の添付資料 1件

アンケートにおいて、工事検査に関わる不適切な

指摘はない。R6年度に引き続き、徹底を図る。



建設業者・民間発注者等の工期設定の適正化について 北海道開発局

〇 令和６年６月の建設業法改正により、従前発注者に課していた、通常より著しく短い工期による契約締結の禁止
の規定を受注者にも適用（令和７年１２月までに施行）。令和６年度は法改正の説明会、建設業法令遵守講習会、
北海道ブロック発注者協議会等を通じて、建設業者、民間発注者、自治体に周知・要請を実施。

○ 改正後の建設業法第４０条の４の規定に基づき、建設Ｇメンが建設工事の請負契約に係る取引実態を書面と実地
（ヒアリング）で調査し、改善指導等を通じて取引の適正化を推進しているところ。令和７年度以降も継続実施。

○ 建設Ｇメンの調査においては「工期に関する基準」※ に定める「工期に関する受発注者の責務」について
ヒアリング調査を行い適正な工期設定について必要な指導を実施。

令和６年
６月１４日 【改正建設業法公布】
７月 ９日 北海道建設業関係労働時間削減推進協議会（事務局：北海道労働局、北海道開発局）

（構成員：北海道労働局、北海道開発局、北海道建設部、札幌市、（一社）北海道建設業協会、（一社）プレストレスト・コンク
リート建設業協会北海道支部、（一社）日本道路建設業協会北海道支部、北海道経済連合会、（一社）北海道商工会議所
連合会）

※８月５日付で民間発注者・団体（９社・１０団体）に労働時間削減推進の要請文書発出
（要請先：北海道電力（株）、東日本高速道路（株）北海道支社、（公社）北海道宅地建物取引業協会 等

８月 １日 発注者協議会幹事会（第１回）
８月 ７日 法改正説明会（参加者：民間発注者21人、公共発注者188人、建設業者262人、行政書士等77人）
９月 １日 【改正建設業法一部施行】（建設Ｇメン調査権限付与）

（開発局調査件数 民間発注者1社、元請業者25社、一次下請業者30社 計56社（令和７年３月２４日現在））

１１月２０日 発注者協議会幹事会（第２回）
１１月２７日 建設業法令遵守講習会（参加者：民間発注者8人、公共発注者22人、建設業者262人、行政書士等13人）
１２月１３日 【改正建設業法一部施行】（工期等に影響を及ぼす事象に関する情報の通知等）
令和７年
１月３１日 法改正説明会（１２月１３日施行分）（参加者：民間発注者69人、公共発注者29人、建設業者661人、行政書士等227人）

※公共発注者以外の属性は明らかではないので推計値

２月２５日 市町村への入札契約適正化働きかけ（石狩振興局管内６町村）
３月 ３日・４日 市町村への入札契約適正化働きかけ（十勝総合振興局管内１７市町村）

※中央建設業審議会決定（令和６年３月２７日最終改定）



「建設業の時間外労働・相談・苦情・問い合わせ」窓口

• 令和6年度、時間外労働の上限規制を踏まえ、より柔軟に相談を受けられるようメールおよび電話でも受け

付けできるよう窓口を拡大した。

• 令和7年度も引き続き、受け付け体制を維持する。

https://www.hkd.mlit.go.jp/ky/jg/kouj
ikanri/u23dsn0000000rsr.html



建設業フォローアップ相談ダイヤル・駆け込みホットライン

〇 建設業フォローアップ相談ダイヤル～建設業に関する様々な相談を受け付ける番号
〇 駆け込みホットライン～建設業法違反の通報を受け付ける番号

北海道開発局



（参考）建設業者・民間発注者等の工期設定の適正化に関する取組資料

適正工期確保ガイドブック 改正建設業法説明会チラシ 自治体首長向けチラシ

北海道開発局



（参考）建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の
促進に関する法律の一部を改正する法律（概要）

・建設業は、他産業より賃金が低く、就労時間も長いため、担い手の確保が困難。

出典：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（令和４年）

（ 参 考 １ ） 建 設 業 の 賃 金 と 労 働 時 間

建 設 業 ※ 4 1 7 万 円 / 年 2 , 0 2 2 時 間 / 年
全 産 業 4 9 4 万 円 / 年 1 , 9 5 4 時 間 / 年

（ 参 考 ２ ） 建 設 業 就 業 者 数 と 全 産 業 に 占 め る 割 合 (  ) 内

[ H 9 ] 6 8 5 万 人 （ 1 0 . 4 ％ ） ⇒  [ R 4 ]  4 7 9 万 人 （ 7 . 1 ％ ）

背景・必要性

出典：総務省「労働力調査」を基に国土交通省算出

処遇改善
労務費への
しわ寄せ防止
働き方改革・
生産性向上

労働時間の適正化
現場管理の効率化

担い手の確保

持続可能な建設業へ

資材高騰分の転嫁

賃金の引上げ

・建設業が「地域の守り手」等の役割を果たしていけるよう、時間外労働規制等にも対応しつつ、
処遇改善、働き方改革、生産性向上に取り組む必要。

（ ＋ 3 . 5 % ）（ ▲ 1 5 . 6 % ）

※賃金は「生産労働者」の値
出典：厚生労働省「毎月勤労統計調査」（令和４年度）

概要
１．労働者の処遇改善
○労働者の処遇確保を建設業者に努力義務化

国は、取組状況を調査･公表、中央建設業審議会へ報告
○標準労務費の勧告
・中央建設業審議会が「労務費の基準」を作成･勧告

○適正な労務費等の確保と行き渡り
・著しく低い労務費等による見積りや見積り依頼を禁止

国土交通大臣等は、違反発注者に勧告･公表 （違反建設業者には、現行規定により指導監督）

○原価割れ契約の禁止を受注者にも導入

○契約前のルール
・資材高騰など請負額に影響を及ぼす事象（リスク）の情報は、受注者から注文者に提供するよう義務化
・資材が高騰した際の請負代金等の「変更方法」を契約書記載事項として明確化

○契約後のルール
・資材高騰が顕在化した場合に、受注者が「変更方法」に従って契約変更協議を申し出たときは、注文者は、誠実に協議に応じる努力義務※
※公共工事発注者は、誠実に協議に応ずる義務

２．資材高騰に伴う労務費へのしわ寄せ防止

３．働き方改革と生産性向上
○長時間労働の抑制
・工期ダンピング対策を強化（著しく短い工期による契約締結を受注者にも禁止）

○ICTを活用した生産性の向上
・現場技術者に係る専任義務を合理化（例．遠隔通信の活用）

・国が現場管理の「指針」を作成（例．元下間でデータ共有）

特定建設業者※や公共工事受注者に効率的な現場管理を努力義務化 ※ 多くの下請業者を使う建設業者

・公共工事発注者への施工体制台帳の提出義務を合理化（ICTの活用で施工体制を確認できれば提出を省略可）

技術者が、カメラ映像を確認し、現場へ指示

令和6年6月14日公布（令和6年法律第49号）



（参考）改正建設業法の実効性確保（建設Gメンによる監視体制の強化）

不適当な取引行為に対して改善指導等を実施し、取引を適正化

建
設
Ｇ
メ
ン
の
実
地
調
査

適正な請負代金・労務費の確保

適正な工期の設定

適正な下請代金の支払

注文者が、指値発注や一方的な請負代金の減額をしていないか、また、総価としての請負代金が不当に低くなっていないか
注文者が、受注者の提出した見積額に対して、労務費の大幅な減額を求めるなど不適当な見積変更依頼をしていないか
労務費の見積額や見積変更依頼後の額が不適当な金額になっていないか
免税事業者である下請負人との取引において、消費税相当額を一方的に減額していないか（インボイス関係） 等

注文者が、「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」(令和５年１１月２９日内閣官房、公正取引委員会)に示
された行動指針に基づいて、採るべき行動をとっているか
労務費や資材価格の高騰等を踏まえた請負代金や工期の変更協議に係る受注者からの申出状況、申出を踏まえた注文者の変
更協議への対応状況 等

「工期に関する基準」に基づき、受注者は時間外労働の上限規制を遵守した適正な工期による見積を行ったか、また、注文
者は当該工期の見積内容を尊重し、受注者による規制違反を助長していないか
工期設定の際の「工期に関する基準」の考慮状況、設定された工期による時間外労働の状況 等
※ 効果的に調査を行うため、労働基準監督署と連携して工期の合同調査を実施

下請代金の支払に手形を利用している場合、手形の割引料等のコストを一方的に下請負人の負担としていないか
元請事業者（特定建設業者）が下請代金の支払に手形を利用している場合、「割引困難な手形」（手形期間が120日超、11月
以降は60日超）となっていないか
※ サプライチェーン全体で、手形の期間短縮等に対応していくため、発注者の手形期間等も調査

下請代金のうち労務費相当部分を現金で支払っているか 等

【主な調査項目等】 【主な調査内容】

適切な価格転嫁
労務費指針への対応状況
資材価格の転嫁協議状況

【令和６年度の建設Gメンの実地調査】

個々の請負契約における労務費の見積額や価格交渉の実態など、建設業法第４０条の４の規定に基づき、建設Gメンが
建設工事の請負契約に係る取引実態を実地で調査し、改善指導等を通じて、取引の適正化を推進。

下請取引等実態調査の件数を大幅に拡大し、そこで把握した違反疑義情報や「駆け込みホットライン」に寄せられた通
報を端緒として、違反の疑いのあるものを優先して建設Gメンが実地調査を行うことにより、実効性を確保。

令和６年度の実地調査は、改正建設業法により新たに整備されたルールに係る取引実態を先行的に調査するとともに、
既存ルールや労務費指針への対応状況を調査し、不適当な取引行為に対して改善指導等を行い、適正化を図っていく。

※建設Ｇメンの体制強化：令和５年度７２名 → 令和６年度１３５名

建設Gメンによる監視体制の強化

北海道開発局



社会保険の加入促進、法定福利費等の確保及び下請契約における
取引適正化の取組について

令和６年度立入検査等実施結果

立入検査実施件数 １０社
合同立入検査実施件数 ５社
建設Ｇメン調査件数 ５６社

合 計 ７１社

立入検査等を踏まえた処分等の内容
・文書勧告：技術者の専任義務違反

契約約款の未添付
変更契約書未締結

・口頭指導：口頭による見積依頼
法定福利費未記載 等

北海道開発局

〇 社会保険の加入促進、下請負人へのしわ寄せの防止や労働者への適切な賃金水準の確保なども踏まえ、適正な
取引環境を構築するために必要な取組を継続して実施
・国土交通大臣許可の建設業者に対し、標準見積書等の活用状況や適正な取引となっているか等を立入検査で確認
また、建設Ｇメン調査においては北海道知事許可の建設業者を含めて調査を実施

・建設工事における労働災害防止等に関する説明会を開催し、社会保険や安全衛生経費の適切な支払いについて
講義を実施（令和７年１月２９日）

○ 元下関係の適正化に資するため「建設業者のための建設業法」を作成してホームページで周知

※令和７年３月２４日時点



○ 国、道、札幌市において令和６年度までにCCUS活用モデル工事を実施済。今後は、CCUSインセンティブ付与サポート
窓口を活用して市町村での実施をサポート
○ 建設Ｇメン調査においても建設業者にチラシを配付してシステムへの登録や能力評価の取組を依頼
※登録数（北海道） Ｒ５（ 10,075事業所、69,970人）→Ｒ６（11,469事業所、82,519人）

市町村導入支援窓口

建設キャリアアップシステム普及促進のための取り組みについて 北海道開発局

登録依頼チラシ

※ （一財）建設業振興基金公表資料（12.31日時点のデータ）



「建設業の魅力発信！動画コンテスト」 北海道開発局

○地域の産業・暮らしや生産空間の維持等に不可欠なインフラ整備のみならず、激甚化・頻発化する災害へ
の対応等を担う建設業の魅力を知っていただき、より一層関心を深めてもらうことを目的として、「建設業の魅
力発信！動画コンテスト」を開催し、令和7年3月18日に表彰式を行いました。

【表彰式】
日時：令和7年3月18日(火) 14:00～
場所：札幌第１合同庁舎 ２階講堂

【主催】
国土交通省 北海道開発局
北海道建青会

◆最優秀賞
「橋づくりにチャレンジする若き女性技術者たち」 荒井建設 株式会社

◆優秀賞
「俺たちは無名のヒーロー」 株式会社クリエイティブ・ラボ

◆入賞
「現場で働く人はかっこいい！！」 株式会社 中田組
「今年入社ドシロウトの活動記録」 株式会社 丸善建設
「街をつくる、進化する建設業」 SUNAGO SMILE CREATOR’S
「この国を建てまくれ建てまつれ」 栄建設 株式会社
「Plumber -配管工-」 札幌市管工事業協同組合青年部
「今の建設はダブルの魅力！？」 田中組 建設DX推進室
「１００年先まで想いをつなぐ」 伊藤 朋之
「ワクワクから始めよう！～「好き」が生まれる場所がココに在る～」

TOMAJU建設産業イメージアップ委員会

「建設業の魅力発信！動画コンテスト」YouTubeチャンネル ➢

※建設業の担い手確保の取組、各種イベント等で幅広くご活用下さい。

＜作品募集ポスター＞ ＜投票開始ポスター＞

＜受賞者の皆様＞



表彰式 ダイジェスト写真
北海道開発局

＜坂場局長の開会挨拶＞ ※審査員を務めて頂いた更別農業高校放送局
の皆様からビデオレターが届きました。
ありがとうございました。

＜新谷建青会長の閉会挨拶＞

＜最優秀賞：荒井建設株式会社＞

小
野
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ん
、
松
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ん
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↓↓↓ 各々の形で受賞の喜びを表現する入賞者の皆様 ↓↓↓

※高校生の皆様から審査コメントを頂きました。
ありがとうございました。

札幌日大高校放送局 栗城様
函館工業高等専門学校 高橋様、青木様
岩見沢緑陵高校 鈴木様


